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一般社団法人京都産業エコ・エネルギー推進機構 

ＢＥＭＳ導入支援事業補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 一般社団法人京都産業エコ・エネルギー推進機構（以下「機構」という。）は、事業者の省エ

ネ・節電対策を推進するため、京都府内の中小企業者等が行うビルエネルギーマネジメントシステ

ム（以下「ＢＥＭＳ」という。）の導入に要する経費に対し、この要領の定めるところにより、予

算の範囲内において補助金を交付する。 

 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、京都府内に事業所を有する

次の各号に規定する中小企業者等とする。 

 (１) 中小企業者（中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（平成１１年法律第１８号）第２  

  条第１項に規定するものとし、以下の項目に該当する者を除く。） 

  ・京都府地球温暖化対策条例（平成１７年京都府条例第５１号）第１６条第２項又は京都市地球

温暖化対策条例（平成１６年京都市条例第２６号）第２条第１項第６号に規定する特定事業者

（以下「特定事業者」という。） 

  ・発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上が同一の大企業の所有に属している中小企業者 

  ・発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上が複数の大企業の所有に属している中小企業者 

  ・大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 

  ・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）に定める風 

   俗営業を営む中小企業者 

 (２) 有限責任事業団体（有限責任事業組合契約に関する法律（平成１７年法律第４０号）第２条に 

  規定するもので、特定事業者でないもの） 

 (３) 医療法人 

 (４) 社会福祉法人 

 (５) 学校法人 

 (６) 前各号に準じるもので、機構理事長が、特に交付の必要があると認める者 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号のいずれかに該当する場合は補助対象者とならないものとする。   

 (１) 京都府税を滞納している者 

 (２) 役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号。以下「暴   

   力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると   

  認められる者 

 (３) 暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認  

    められる者 

 (４) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を 

  もって暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者 

 (５) 役員等が暴力団及び暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるい 



- 2 - 

 

  は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者 

 (６) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者  

 (７) 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方が第２号から第６号 

  までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められる者 

 (８) 補助対象者が、第２号から第６号まで（第７号の場合を除く。）のいずれかに該当する者を資 

    材、原材料の購入契約その他の契約の相手方とした場合に、機構が補助対象者に対して当該契約 

    の解除を求めたにも関わらず、これに従わない者 

 

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、補助対象事業に係る経費

（以下「補助対象経費」という。）及び補助金額は、下表に定めるとおりとする。 

 

補助対象事業 補助対象経費 補助金の額 

中小企業者等が、自ら所有する京都府内の事業所（工場

（生産施設を設置して製造、加工等の業務のために使

用する場所）を除く。）において、機構理事長が指定

するＢＥＭＳを導入する事業 

設備費及び工事

費（各経費からこ

れらに係る消費

税及び地方消費

税に相当する額

を減額した後の

金額） 

補助対象経費に

２分の１を乗じ

て得た額（当該算

出した額が 2,500

千円を超える場

合は、2,500千円。

千円未満切り捨

て）以内の額 

 

（交付の申請） 

第４条 補助金の交付を申請する補助対象者（以下「申請者」という。）は、様式第１号による交付申  

  請書に様式第２号及び様式第３号のほか別に指定する書類を添えて、別に定める日までに機構理事 

  長に提出しなければならない。 

２ 申請者は、補助金の交付決定前に事業を開始する場合は、様式第４号による事前着手届を機構理 

  事長に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（交付の決定） 

第５条 機構理事長は、前条第１項の規定による交付申請書の提出があったときは、その内容を審査   

 の上、適正と認めるものについて、予算の範囲内において、申請者に対して交付決定の通知を行う 

 ものとする。 

２ 機構理事長は、補助金の交付をしない旨の決定をしたときは、その理由を付して、申請者に通知 

 するものとする。 

 

（事業内容の変更） 

第６条 補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、事業計画書の内容に 
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 ついて、次に掲げる変更を加えようとする場合には、あらかじめ様式第５号による変更承認申請書 

 を機構理事長に提出し、その承認を受けなければならない。 

  ただし、次に掲げる変更のいずれにも該当しない軽微な変更についてはこの限りではない。 

 (１) 事業の実施場所の変更 

 (２) システム構成等の大幅な変更 

 (３) その他計画内容の大幅な変更 

 

（事業の中止又は廃止） 

第７条 補助事業者は、事業を中止し又は廃止しようとするときは、様式第６号による事業の中止又  

 は廃止届を機構理事長に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（補助事業の遅延等の報告） 

第８条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了する見込みがなくなったとき又は補助事業の 

 遂行が困難になったときは、速やかに機構理事長に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

（遂行状況報告） 

第９条 機構理事長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、事業の遂行状況について、 

 報告書の提出を求めることができる。 

 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業終了後７日以内に、様式第７号による実績報告書に、様式第８号 

 のほか次の各号に掲げる書類を添えて機構理事長に提出しなければならない。 

 (１) 業者・施工者との契約書又は契約日が確認できる書類（発注書・請書等）、納品書、請求書 

 (２) 経費の支払が確認できる資料（振込依頼書・領収書） 

 (３) 事業の実施状況を確認できる写真 

 (４) その他、必要と認める資料 

２ 前項に規定する期間は、特別な事由その他正当な理由等があり、機構理事長が認めるときは、期  

 間を延長することができる。 

 

（額の確定等） 

第１１条 機構理事長は、前条の実績報告を受けた場合は、当該報告に係る書類の審査を行い、事業  

 が適正に実施されたことを確認した上で、交付決定金額の範囲内で補助金の交付額を決定し、補助 

 事業者に書面により通知するものとする。 

 

（補助金の請求及び支払い） 

第１２条 前条の規定による通知を受けた補助事業者は、様式第９号による請求書により、補助金の 

 交付を請求するものとする。 

２ 機構理事長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに補助金を交付するものとする。 
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（電力使用状況の報告） 

第１３条 補助事業者は、補助金の交付を受けてＢＥＭＳを導入した事業所の電力の使用状況につい  

 て、機構理事長が別に定める方法により、機構理事長に報告しなければならない。 

２ 前項の報告は、補助事業者が補助金の交付決定の通知を受けた日の属する年度及びその翌年度の 

 ２箇年分について行うものとする。 

３ 補助事業者は、機構理事長が前二項の規定により報告を受けた情報について、事業所を特定でき 

 ない形で公表することについて、了承しなければならない。 

 

（補助金の交付取消等） 

第１４条 機構理事長は、補助事業者が次の各号に該当する場合は、補助金の交付決定の全部又は一 

 部を取消し、又は変更することができる。 

 (１) 本要領に違反したとき 

 (２) 申請書、その他関係書類に虚偽の記載をし、又は不正な行為があったとき 

２ 前項の規定により取消又は変更したときは、機構理事長は速やかに補助事業者に通知するものと 

 する。 

 

（補助金の返還） 

第１５条 前条の規定により補助金の交付の取消等を行った場合において、既に補助金が交付されて  

 いるときは、機構理事長は期限を定めてその返還を補助事業者に命じるものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第１６条 補助事業者は、事業が完了した後も補助金により取得した財産（以下「取得財産」という。） 

 について、様式第１０号により取得財産管理台帳を備え、その保管状況を明らかにし、善良なる管 

 理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従ってその効率的運用を図らなけれ 

 ばならない。 

２ 補助事業者は、取得財産のうち取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上のものについては、 

 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める期間内(以下「法 

 定耐用年数」という。) 又は交付決定の日から１０年のいずれか短い期間において、機構理事長の 

 承認を受けずに、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付又は担保に供しては 

 ならない。 

３ 補助事業者は、前項の期間内に取得財産を処分しようとするときは、様式第１１号によりあらか 

 じめ機構理事長の承認を受けなければならない。 

４ 機構理事長は、前項の承認をした補助事業者に対し、当該承認に係る財産処分等により収入があ 

 ったときは、その収入の全部又は一部を機構に納付させることができる。  

 

（補助金の経理等） 

第１７条 補助事業者は、事業の経費について、他の経理と明確に区分して帳簿及び証拠書類を整備 
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 し、その収支を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び証拠書類を事業の完了した日の属する年度の終了後１０年間保存 

 しなければならない。 

 

（その他） 

第１８条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、機構理事長が別に定める。 

 

（附則） 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

 

                                 平成  年  月  日 

 

 

一般社団法人京都産業エコ・エネルギー推進機構理事長  様 

 

 

所   在   地   

名  称 （法 人 名） 

代 表 者 役 職 名 

                    氏  名                  ○印  

 

 

ＢＥＭＳ導入支援事業補助金交付申請書 

 

 

ＢＥＭＳ導入支援事業補助金交付要領に基づき、下記のとおり補助金の交付を申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額        金                       円 （千円未満切り捨て） 

 

 

２ 添付資料 

（１）事業計画書（様式第２号） 

（２）事業収支予算書（様式第３号） 

（３）その他添付資料 

ア 法人登記事項証明書（申請日前３箇月以内に発行されたもの）  ※法人の場合 

  開業届または所得税等申告書の写し  ※個人事業者の場合 

イ ＢＥＭＳ導入に関する見積書の写し（所要額の内訳がわかるもの） 

ウ 事業実施場所の写真及び配置図 

①ＢＥＭＳ機器設置予定場所の現況写真 

②ＢＥＭＳ機器配置図（建物図面(縮尺任意)にＢＥＭＳ機器設置予定場所を明示したもの） 

  エ システム概要図（導入するＢＥＭＳのシステム構成、ネットワーク等の概要がわかるもの） 

オ 府税に滞納がないことの証明書（申請日前３箇月以内に発行されたもの） 

カ 事前着手届(様式第４号)   ※補助金交付決定前に事前着手する場合 

 

 

提出にあたっては、代表者の印を押印してください。 
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様式第２号（第４条関係） 

 

事 業 計 画 書 

 

１ 申請事業者の概要 

申請事業者名  

本社（主たる事務所）の所在

地 

（〒    -      ） 

 

資本金または出資金の額 万円 

常時使用する従業員の数                             人 

業  種  

担当者連絡先 

所属・役職・氏名： 

事務所所在地：（〒   -    ） 

 

Ｔ Ｅ Ｌ： （   ）   － 

Ｆ Ａ Ｘ： （   ）   － 

Ｅ-mail： 

 

２ 事業の概要 

事業実施場所 
事業所名： 

所 在 地：京都府 

事業実施期間（予定） 
着手（発注）時期：平成  年  月  日（予定） 

完了（支払）時期：平成  年  月  日（予定） 

電力契約 
電力会社  

契約電力          ｋＷ 

計測・制御対象のエネルギー 
計  測 □ 電気  □ ガス  □  油  □ その他 

制  御 □ 電気  □ ガス  □  油  □ その他 

補助対象ＢＥＭＳ機器 
登録番号  

名  称  

事業内容 

※計測（必須）、制御（任意）の対象の

詳細（空調、照明等の別）、計測点数

等を記載のこと 

 

 

注） １ □印は、該当するものにチェック（「レ」または「■」）してください。 

   ２ 工場は、補助対象事業所となりません。 
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様式第３号（第４条関係） 

 

事業収支予算書 

 

１ 収入内訳 

区 分 収 入 金 額 備 考（資金調達先等） 

本補助 金 

申 請 額 
 円 

(Ｃ－Ｄ)×１／２以内の額（千円未満切り捨て） 

ただし、２５０万円が上限 

国、市町村等 

の補助金 ※１ 
Ｄ 円 

  

 

自己資 金 円  

借 入 金 円  

合 計 ※３ Ａ 円  

  

 

２ 支出内訳 

区 分 
支 出 金 額 

（税込み） 

補助対象経費 ※２ 

（税抜き） 
備  考 

設 備 費 円 円  

工 事 費 円 円 
設計費、検査費等の

一時経費を含む 

合 計※３ Ｂ 円 Ｃ 円  

 

 

注） 

 ※１‥ 京都府以外（国や市町村等）の公的補助金との併給が可能です。併給する場合は、その補  

    助金の名称を備考欄に記載してください。 

 ※２‥ 消費税及び地方消費税は、補助対象経費となりません。 

 ※３‥ 収入合計Ａと支出合計Ｂは同額であり、一致します。 
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様式第４号（第４条関係） 

 

                                 平成  年  月  日 

 

 

一般社団法人京都産業エコ・エネルギー推進機構理事長  様 

 

 

所   在   地   

名  称 （法 人 名） 

代 表 者 役 職 名 

                    氏  名                  ○印  

 

 

ＢＥＭＳ導入支援事業補助金事前着手届 

 

 

平成  年  月  日付けで申請のＢＥＭＳ導入支援事業について、交付決定前に着手しますの

で、届け出ます。 

なお、本件について交付決定がなされなかった場合、または交付決定を受けた補助金額が交付申請

額に達しない場合においても異議は申し立てません。 

 

記 

 

１ 事業着手の理由 

 

 

 

 

 

 

 

２ 着手（予定）年月日 

 

   平成  年  月  日 
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様式第５号（第６条関係） 

 

                                 平成  年  月  日 

 

 

一般社団法人京都産業エコ・エネルギー推進機構理事長  様 

 

 

所   在   地   

名  称 （法 人 名） 

代 表 者 役 職 名 

                    氏  名                  ○印  

 

 

ＢＥＭＳ導入支援事業補助金変更承認申請書 

 

 

平成  年  月  日付けで交付決定のあった上記事業について、別紙のとおり事業内容を変更

したいので、ＢＥＭＳ導入支援事業補助金交付要領に基づき承認を申請します。 

 

記 

 

１ 変更の理由 

 

 

 

 

２ 変更の内容 

 

 

 

 

３ 変更の時期 

 

 

 

 

 

注） 変更の内容については、事業計画書（様式第２号）及び事業収支予算書（様式第３号）に変更 

  後の内容を記載し、本変更承認申請書に添付してください。 

   なお、変更部分は２段書きとし、上段に（  ）書きで変更前の数値等を記載してください。 

   また、交付申請書の添付書類に変更がある場合は、変更後の書類を添付してください。 
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様式第６号（第７条関係） 

 

                                 平成  年  月  日 

 

 

一般社団法人京都産業エコ・エネルギー推進機構理事長  様 

 

 

所   在   地   

名  称 （法 人 名） 

代 表 者 役 職 名 

                    氏  名                  ○印  

 

 

ＢＥＭＳ導入支援事業補助金中止（廃止）届 

 

 

平成  年  月  日付けで交付決定のあった上記事業について、下記のとおり事業を中止（廃

止）したいので、ＢＥＭＳ導入支援事業補助金交付要領に基づき提出します。 

 

記 

 

１ 中止（廃止）の理由 

 

 

 

 

２ 中止（廃止）の時期 
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様式第７号（第１０条関係） 

 

                                 平成  年  月  日 

 

 

一般社団法人京都産業エコ・エネルギー推進機構理事長 様 

 

 

所   在   地   

名  称 （法 人 名） 

代 表 者 役 職 名 

                    氏  名                  ○印  

 

 

ＢＥＭＳ導入支援事業補助金実績報告書 

 

 

平成  年  月  日付けで交付決定のあった上記事業について、下記のとおり事業を実施しま

したので、ＢＥＭＳ導入支援事業補助金交付要領に基づき報告します。 

 

記 

 

１ 事業の完了年月日    平成   年   月   日 

 

２ 補助金交付決定額                 円 

 

３ 補 助 金 精 算 額                 円 

  （補助対象経費）   （             円） 

 

４ 添 付 資 料 

（１）精算報告書（様式第８号） 

（２）その他添付資料 

ア 業者・施工者との契約書又は契約日が確認できる書類（発注書、請書等）、納品書、請求書 

イ 経費の支払が確認できる書類（振込依頼書、領収書） 

  ウ 事業の実施状況を確認できる写真 

エ その他機構理事長が必要と認める資料 



- 13 - 

 

様式第８号（第１０条関係） 

 

精算報告書 

 

１ 収入内訳 

区 分 収 入 金 額 備 考（資金調達先等） 

本補助 金  円 
(Ｃ－Ｄ)×１／２以内の額（千円未満切り捨て） 

ただし、２５０万円が上限 

国、市町村等 

の補助金 ※１ 
Ｄ 円 

  

 

自己資 金 円  

借 入 金 円  

合 計 ※３ Ａ 円  

  

 

２ 支出内訳 

区 分 
支 出 金 額 

（税込み） 

補助対象経費 ※２ 

（税抜き） 
備  考 

設 備 費 円 円  

工 事 費 円 円 
設計費、検査費等の

一時経費を含む 

合 計※３ Ｂ 円 Ｃ 円  

 

 

注） 

 ※１‥ 京都府以外（国や市町村等）の公的補助金との併給が可能です。併給する場合は、その補   

    助金の名称を備考欄に記載してください。 

 ※２‥ 消費税及び地方消費税は、補助対象経費となりません。 

 ※３‥ 収入合計Ａと支出合計Ｂは同額であり、一致します。 
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様式第９号（第１２条関係） 

 

  

請     求     書 

 

 

    百 十 万 千 百 十 円  

 金  額           

 

ただし、ＢＥＭＳ導入支援事業補助金として 

 

上記の金額を請求します 
 

 

平成  年  月  日 

 

 

一般社団法人京都産業エコ・エネルギー推進機構理事長 様 

 

 

請  求  者 

 

所 在 地    

          名  称（法 人 名） 

代表者（職・氏名）                ○印 

                  

                                      

本書の金額は、下記口座に振込願います 

口 座 開 設 場 所 

および預金種別 
銀    行 

信用金庫 
支 店 

普 通 

当 座 
第       号 

口 座 名 義 

（フリガナ） 
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様式第１０号（第１６条関係） 

 

 

取得財産管理台帳 

 

財産名 

 

区 分 

  

規 格 ・ 個 数   

耐 用 年 数 年  年  

導 入 価 格 円  円  

償却期間（年数） 年  年  

取 得 年 月 日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 

設置（保管）場所   

備      考   

 

 

 

 

 

 

 

 

（記入上の注意） 

１ ＢＥＭＳ導入支援事業補助金交付要領第１６条の規定により処分を制限された取得財産とともに、

減価償却する財産等についても記載してください。 

２ 数量は、同一規格等であれば一括記載して差し支えありませんが、単価が異なる場合は分割して

記載してください。 

３ 「取得年月日」欄は、検収した年月日を記載してください。 
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様式第１１号（第１６条関係） 

 

                                 平成  年  月  日 

 

 

一般社団法人京都産業エコ・エネルギー推進機構理事長 様 

 

 

所   在   地   

名  称 （法 人 名） 

代 表 者 役 職 名 

                    氏  名                  ○印  

 

 

ＢＥＭＳ導入支援事業補助金取得財産処分承認申請書 

 

 

平成  年  月  日付けで交付決定及び平成  年  月  日付けで額の確定通知のあっ

た上記事業により取得した財産について、やむを得ず処分する必要が生じましたので、ＢＥＭＳ導入

支援事業補助金交付要領に基づき報告します。 

 

記 

 

１ 処分対象となる取得財産 

 

 

 

２ 処分の方法（廃棄等） 

 

 

 

３ 処分の理由 


